河内長野市自治会防犯カメラ設置に関する基準

（目的）

第１条　この基準は、本市における街頭犯罪、侵入盗等または不法投棄(以下「犯罪等」という。)の未然防止及び徘徊高齢者の発見など高齢化社会への対応等を図り、安全・安心なまちづくりを推進するため、河内長野市自治会活動環境整備事業補助金交付要綱（平成29年河内長野市要綱第32号）に基づき防犯カメラを設置する自治会等（以下「補助団体」という。）が、その設置目的の適正、かつ効果的な達成と、防犯カメラに撮影、録画された者の権利保護を図るために必要な事項を定めることを目的とする。

（防犯カメラ管理責任者等）

第２条　補助団体は、防犯カメラの適正な設置、運用及び維持管理を図るため、防犯カメラ管理責任者（以下「管理責任者」という。）を定めるものとする。

２　補助団体は、管理責任者を補佐するために、防犯カメラ取扱責任者（以下「取扱責任者」という。）を定めることができる。

３　補助団体は、管理責任者及び取扱責任者（以下「管理責任者等」という。）を市長に届け出るものとする。

（防犯カメラ設置等に係る措置）

第３条　管理責任者は、防犯カメラの設置に際して、次の措置を講じなければならない。

（１）犯罪予防の効果の向上と個人のプライバシー保護との調和を図り、撮影対象区域が適切な範囲となるように設置すること。

（２）住民等の権利保護を図るために、防犯カメラの撮影対象区域は道路、公園等の不特定多数の者が利用する公共空間及び補助団体が維持管理する区域とし、特定の個人及び建物等を監視することのないよう配慮すること。

（３）撮影対象区域の住民（店舗等営業主を含む。）には、事前に書面で同意を得た上で設置すること。

（４）防犯カメラの撮影対象区域の見やすい場所に、防犯カメラを設置している旨及び補助団体の名称等を表示すること。

（５）録画装置には、管理責任者の許可を得た者以外のものの取扱いを禁止する等の措置を講じること。

（６）防犯カメラの設置場所及び撮影対象区域等を変更するとき又は防犯カメラの設置を中止、又は廃止するときは、速やかに市長に届け出ること。

（７）その他適正な取扱いに関し、必要な措置を講ずること。

（画像等の取扱い）

第４条　防犯カメラの画像、データ及びデータを保存した記録媒体（以下「画像等」という。）の取扱いに際して、次の措置を講じるものとする。

（１）画像は、事件等が発生した場合や機器の点検等を行うなど、必要な場合を除き、表示させないこと。

（２）画像の表示は、管理責任者等又は管理責任者等の許可を得た者が行い、管理責任者等が指定した場所で行うこと。

（３）画像データ（以下「データ」という。）を記録媒体に保存する場合は、画像の内容を変更する加工を行わないこと。

（４）画像等は、施錠され、入退室が管理された場所に保管するなど厳重に管理すること。

（５）画像等の外部への持ち出しは、裁判所若しくは捜査機関等へ提出する場合又は点検を行うなど必要な場合に限り、管理責任者の許可を得て行うこと。

（６）画像及びデータの保管期間は、事件等が発生したおそれのある場合など特段の事情がある場合を除き、概ね７日間とすること。

（７）画像等の必要がなくなったときは、当該画像等を裁断、破砕等復元できない方法で廃棄すること。

（８）その他画像等の不正使用、改ざん、滅失、漏洩その他の事故を未然に防止するための措置など画像等の適正な取扱いに関し、必要な措置を講じること。

（目的外利用）

第５条　補助団体は、画像等の内容を設置目的以外の目的（以下「目的外」という。）のために利用又は提供（以下「利用等」という。）をしてはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときはこの限りではない。

（1） 裁判所又は捜査機関等からの法令に基づく請求の場合。ただし、請求は文書によるものとし、提供することについて補助団体が必要と認めた場合

（２）個人の生命、身体又は財産を守るため、緊急、かつ、やむを得ない理由があると認められる場合

２　補助団体は、画像等を目的外のために利用等をしたときは、次の各号に掲げる事項を記録保存しておくものとする。

（1） 利用等の日時

（2） 利用等の目的

（3） 利用し、又は提供される者

（4） 利用等をする画像等の範囲

　（苦情処理）

第６条　管理責任者等は、市民等から防犯カメラの設置、運用等に関する苦情を受けたときは、速やかに対応し、適切な措置を執るものとする。

　（指導、勧告等）

第７条　市長は、管理責任者等がこの基準に定める内容に反する行為をしていると認める場合は、報告を求め、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置を執るべき旨を指導又は勧告することができる。

　　附　則

１　この基準は、平成２４年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　令和４年４月１日以降の交付申請に係る補助金から適用し、令和４年３月３１日までに交付する補助金は、なお従前の例による。
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